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1．序
およそ会計に関係する者で，「企業会計原則」を知
らない人はいない。なるほど，1998（平成 10）年頃
からの一連の新しい会計基準（キャッシュ・フロー計
算書，退職給付会計，金融商品会計など）の公表によ
り，「企業会計原則」が会計の憲法的存在である時代
は終わった。しかし，新しい会計基準が特別法的存在
であるのに対して，一般法的存在として「企業会計原
則」はなお健在である。その証拠に，各種の会計ルー
ル集に「企業会計原則」は掲載され続けている。
「企業会計原則」は，周知のとおり，1949（昭和
24）年 7月に経済安定本部企業会計制度対策調査会中
間報告として公表され，4回（1954年 7月，1963年 11
月，1974年 8月，1982年 4月）の一部修正（改正）を
経て現在に至っている。
戦後 4年目の 1949年公表当時，わが国は未だ GHQ
の管理下にあって，経済復興のための制度改革に邁進
していた。「企業会計原則」に先立って，1948年 4月
に証券取引法（現，金融商品取引法）が，同年 7月に
公認会計士法が制定されている。この二つの法律は，
周知のとおり米国の制度が基になっている。「企業会
計原則」の前文「企業会計原則の設定について」に＊ 専修大学商学部教授
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は，「企業会計原則は，公認会計士が，公認会計士法
及び証券取引法に基き財務諸表の監査をなす場合にお
いて従わなければならない基準となる。」とある。
これらの状況から，「企業会計原則」の内容は専ら
当時の米国に倣ったものと思われているようである。
しかし，正確にいえば，これは正しくない。「企業会
計原則」には，戦前わが国が独自に作成し公表した商
工省「財務諸表準則」（1934年）および「財産評価準
則」（1936年）から引き継いだ要素も少なくないから
である。
このような観点を軸にして，これら二つの「準則」
を必要な限り詳しく見てみることから始める。使用す
る資料は，日本公認会計士協会編集・発行『會計・監
査史料』（1977年）に収録された「財務諸表準則」（1
～19頁）と「財産評価準則」（20～24頁）である。
2．「財務諸表準則」（1934年）の設定主体と背景
（1）商工省臨時産業合理局
わが国において一般的な株式会社を対象とした（商
法以外で）最初の会計基準は，戦前に商工省臨時産業
合理局・財務管理委員会が作成し公表した「財務諸表
準則」（1934（昭和 9）年 9月）および「財産評価準
則」（1936年 2月）である。
臨時産業合理局は，昭和 5年 6月 31日勅令第 112
号「臨時産業合理局官制」に基づく次のような機関で
ある（原文は片かな，句読点なし）。
第 1条 臨時産業合理局は商工大臣の管理に属し，
其の所管に係る産業の合理化に関する事務を掌
る。
第 2条 臨時産業合理局に長官を置く。長官は商工
大臣を以て之に充つ。
第 10条 商工大臣は重要事項を調査審議せしむる
為，臨時産業合理局に委員会を置くことを得。
第 11条 各委員会は会長一人及委員若干人を以て
之を組織す。
第 12条 会長及委員は商工大臣之を命ず。
（2）財務管理委員会
このような官制の下で，臨時産業合理局に設置され
た委員会の一つが財務管理委員会であった（昭和 5年
8月設置）。財務管理委員会は専ら産業会計の合理化
に関する事項を審議するもので，審議（予定）要目は
「事業会社の財産目録，貸借対照表，損益計算書及び
損益金処分書の内容を統一，明確又は精細にするこ
と」を筆頭に 9項目に及び，委員は 7人であった
（『會計』27巻 2号，昭和 5年 8月，130～131頁）。な
お，「財務諸表準則」の「序」の末尾には，委員会の
構成員が次のように記されている（肩書は，太田哲三
著『財務諸表準則解説』昭和 9年，14頁により，筆
者が加筆した）。
臨時産業合理局財務管理委員会（イロハ順）
会 長 鈴木島吉（前興銀総裁・交詢社常議
員）
委 員 渡邉鉄蔵（日本商工会議所理事）／吉
田良三（東京商科大学教授）／永原伸雄（三菱商
事株式会社監査役）／魚谷傳太郎（理化学興業株
式会社）／太田哲三（東京商科大学教授）／間瀬
三郎（三井鉱山株式会社総務部長）／東奭五郎
（東渡部計理士事務所長）
臨時委員 五十嵐直三（東京電灯株式会社取締
役）／石山賢吉（ダイヤモンド社社長）／原口亮
平（神戸商業大学教授）／小畑源之助（日本ペイ
ント株式会社社長）／田中耕太郎（東京帝国大学
教授）／明石照男（第一銀行副頭取）
このように財務管理委員会は，臨時産業合理局官制
に基づいて商工大臣が設置した委員会であり，法的地
位の明確な委員会であった。このような公的機関が設
定した（法令以外の）会計基準として，「財務諸表準
則」「財産評価準則」は世界で最初期のものである。
（3）「財務諸表準則」設定の背景
「財務諸表準則」設定の背景が「序」に述べられて
いる。世に行われている財務諸表が「千種万態其の帰
一する所を知らず，或は簡略粗笨に失し，或は糊塗粉
飾に流れ，其の内容の真相を把握することを得ざる底
のもの少からず」という状況では，「経営の改善を期
し，其の事業の発展を策するも，其の効果を挙ぐるこ
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と固より至難」であるばかりか，「其の事業の投資者
及債権者等に往々不測の損失を及ぼすこと」がめずら
しくない。ゆえに，財務諸表を「真率明瞭に作成する
こと」は「単に私経済上のみならず国民経済上」もな
おざりにできない。ここに，財務諸表（貸借対照表、
財産目録，損益計算書）に「拠るべき基準を与ふる目
的を以て，其の形式を整頓し，科目分類法を合理化
し，科目名を単一ならしむる方針の下に之が準則及雛
形の制定」を行ったという。
しかしその内容は，後述するところから分かるよう
に，財務諸表表示の形式面を超えて，資産・負債・資
本の金額に影響する実質面にも踏み込んでいる。
（4）任意適用と適用範囲
「財務諸表準則」は法令によって強制される性質の
ものではないことを，「序」で次のように述べてい
る。「貸借対照表の様式は，英吉利，独逸等に於て
は，之を法規に依り一定す。我国の現情を以てして
は，将来は兎に角として，直に本準則及雛形に準拠す
べきことを法規に依り強制することは，是非の議論を
免れず。」しかし，「公正に事業を経営し，其の堅実な
る発展を計らんとする者は，自ら進んで之に準拠する
ことに何等遅疑すべき理由を発見せざるべきを信
ず。」そこで，「汎く之を江湖に推奨し之が普及を希望
して已まざる次第なり。」として，「序」を終えてい
る。
このように法的拘束力はなく，したがって任意適用
であった。しかし，その適用範囲は広く，上に紹介し
た「準則」設定の背景からも明らかなように，商法に
おける一般の株式会社が考えられていた。このこと
は，後述する「財産評価準則」も当然同じである。
3．「財務諸表準則」の構成
「財務諸表準則」の「序」に続く「目次」は次のと
おりである。
貸借対照表
第一 総説，第二 形式，第三 固定資産，第四 投
資，第五 特定資産，第六 作業及販売資産，第七
流動資産，第八 雑勘定（借方），第九 長期負債，
第十 短期負債，第十一 雑勘定（貸方），第十二 引
当勘定，第十三 資本勘定，第十四 偶発債務，第十
五 貸借対照表の綜合
財産目録
第一 総説，第二 形式，第三 資産，第四 負債，
第五 純資産
損益計算書
第一 総説，第二 形式，第三 製造原価計算，第
四 売上損益計算，第五 営業損益計算，第六 純損
益計算，第七 純損益処分計算
以下に，「貸借対照表」「財産目録」および「損益計
算書」の規定内容について，必要と思われる範囲で，
できるだけ正確に紹介する。選択の視点は，戦後の
「企業会計原則」との関係（先駆性または違い）にあ
る。
4．貸借対照表
第一 総説
○本準則は株式会社に於て株主総会に提出すべきもの
に付之を定む。商法第百九十二条第二項の規定に依
り公告するものも亦事情の許す限り之と同一たるべ
し。（2項）
○附属雛形は工業（第一号表）と商業（第二号表）と
に付其の様式を示す。其の他の事業に在りても之に
準じて作成すべし。但し貸借対照表に付法令に特別
の規定ある事業に付ては此の限に在らず。（3項）
○各種の財産又は資本を整理する科目は，種類，構
造，性能，目的等の標準に依りて之を区別設定し，
名称は其の実体を明示するものたることを要す。無
体資産を有体資産に併合し負債と資本との区別を曖
昧にするが如きことは之を避くべし。尚資産は流動
性，換金性及確実性に依り，負債は弁済の緩急性に
依り，各之を区別すべし。（5項）
○科目は資産，負債及資本の三種に之を大別し，資産
及負債は更に左の如き綜合科目に之を分類す。
資産（イ）固定資産（ロ）投資（ハ）特定資産
（ニ）作業及販売資産（ホ）流動資産（へ）雑勘定
負債（イ）長期負債（ロ）短期負債（ハ）引当勘定
（ニ）雑勘定
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資本は株式会社に在りては株主勘定とす。（6項）
○計理士をして監査せしめたるものは其の旨を附記す
べし。（9項）
第二 形式
○貸借対照表は横書とし，アラビア数字を用ひ，摘要
欄及金額欄を左右二欄に分ち，左側を借方，右側を
貸方と為すを原則とす。
借方には資産の科目（場合に依りては資本勘定）を
記載し，貸方には負債及資本勘定の科目を記載する
ものとす。（11項）〔安藤注：カッコ書きは，後述
する未払込資本金などがある場合をいう。〕
○配列に付ては，資産は固定的のものより順次流動的
のものに及び，負債は長期負債より短期負債に及ぶ
固定性配列法に依るを可とす。営業の種類に依りて
は，資産及負債を流動的のものより順次固定的のも
のに及ぶ流動性配列法に依るも亦可なり。但し雑勘
定及保証債務は之を最後に掲ぐ。（13項）
第三 固定資産
○固定資産とは引き続き営業の用に供することを目的
とする資産を謂ふ。目的が投資に在る資産は，長期
間之を所有するときと雖も，之を固定資産より除外
す。（14項）
○固定資産は其の種類，構造等に依りて左の如く之を
分つ。
（イ）土地（ロ）建物（ハ）機械（ニ）設備（ホ）
什器（へ）工具（ト）船舶（チ）軌道及車両（リ）
特許権（ヌ）商標権（ル）地上権（ヲ）営業権
事情に依り上記の科目は其の一，二を合併すること
を得。但し営業権，特許権等の無体資産は，之を有
体資産に合併することを得ず。（15項）
○固定資産建設の為め支払ひたる仮払金又は前渡金
は，之を「建設仮勘定」とし，固定資産所属の科目
と為すべし。固定資産建設の目的を以て所有する材
料は，之を作業又は販売の資産に属する原料又は貯
蔵品と区別し，「建設仮勘定」に加ふべし。（16項）
○建物，機械，設備等の金額は，其の取得原価より減
価償却額を控除したるものを計上す。償却累計額
（評価損を含む）は括弧を附して摘要欄内に之を注
記すべし。（17項）〔安藤注：附属の貸借対照表雛
形（第一号表）によれば，例えば，「借方」摘要欄
に建物及設備（償却累計 691，400），金額欄に
1，342，200とある。この場合，取得原価を知りたけ
れば，両者を合計（2，033，600）すればよい。〕
○営業権，特許権，商標権其の他の無体資産は，有償
取得の場合に限り之を計上することを得。此の種の
無体資産も亦有体資産と同じく毎期減価償却を行ふ
べし。（18項）
第四 投資
○長期に亘りて所有する資産なるも，営業直接の目的
に非ずして，利殖，統制其の他の目的を以て所有す
るものは，之を投資として固定資産より区別す。
（20項）
○投資は左の如く之を分つ。
（イ）不動産（ロ）同系会社出資（ハ）同系会社勘
定（ニ）関係会社有価証券（ホ）何々出資金（ヘ）
有価証券（ト）貸付金（チ）金銭信託 （21項）
○同系会社とは資本及支配の系統を同じくする会社を
謂ひ，通俗に親会社，子会社，姉妹会社等と呼ぶも
の之に当る。（23項）
第五 特定資産
○資産を営業上の資金と区別し，特定の目的にのみ用
ふべく定めたるときは，之を特定資産とす。（28
項）
○特定資産に属する科目は，其の目的と資産の実体と
を併せ示すべきものとす。其の例左の如し。
（イ）引当勘定引当金銭信託（ロ）引当勘定引当有
価証券（ハ）従業員預り金引当有価証券（ニ）自家
保険積立金引当預金（29項）
第六 作業及販売資産
○作業及販売資産とは其の儘又は加工して売却するこ
とを目的とする資産を謂ふ。工業に於ては作業資産
又は作業及販売資産と謂ひ，商業に於ては単に販売
資産と謂ふことを得。（32項）
○製造工業に於ける作業及販売資産は，通常左の如く
之を分つ。
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（イ）原料（又は材料）（ロ）貯蔵品（ハ）仕掛品
（ニ）製品（ホ）副製品（33項）
○売買業に於ける販売資産は，通常左の如く之を分
つ。
（イ）商品（ロ）未着品（ハ）積送品 （35項）
第七 流動資産
○流動資産は作業及販売資産に非ずして，現金又は短
期的に現金に換へ得る資産を謂ふ。（39項）
○流動資産は左の如く之を分つ。
（イ）現金（ロ）銀行預金（ハ）振替貯金（ニ）受
取手形（ホ）売掛金（ヘ）未収入金（ト）受託販売
立替金（チ）受託買付立替金（リ）有価証券（ヌ）
短期貸付金 （40項）
○「受取手形」は商取引の結果として受入れたる手形
上の債権を示す。但し貸付の性質を有する手形上の
債権は，之を「短期貸付金」に加ふるか又は「手形
貸付金」なる別科目に計上すべし。（42項）
第八 雑勘定
○雑勘定は前記各種の科目に属せざる資産にして，仮
勘定，未決算勘定，繰延勘定等を含む。（49項）
○「仮払金」は帰属すべき科目の未定なる支払金，内
払の性質を有する支払金等を示す。（50項）
○係争事件に係り又は臨時事故に因り，処置未定なる
支出又は資産の減損は，「未決算」なる科目を以て
之を示す。（51項）
○「未経過保険料」又は「未経過割引料」は，保険料
又は割引料として支出せる金額中，次期以後の負担
と為すべき部分を繰延べたるものを示す。此の種の
科目の金額少にして且重要ならざるものは，之を一
括して「未経過費用」なる科目を以て示すことを
得。（54項）
○「社債発行差金及発行費」は割引を以て発行したる
社債の割引高及発行費を示す。此の金額を全部発行
年度の損失と為さざるときは，社債存続中の各年度
に割当て之を償却すべきものとす。（55項）
○商法第百九十六条の規定に依り株主に配当したる利
息は，「建設利息」なる別科目を以て之を示すべ
し。此の金額は開業後成るべく速に之を償却するを
可とす。（56項）
○新事業の計画又は新技術の採用の為め準備として支
出せる経費は，之を「開発費」なる科目を以て繰延
べ，資産に計上することを得。（57項）
○「公告宣伝費」として支出せる金額中，其の支出の
効果が一時的に非ずして，次期以後の売上増加又は
経費節約の原因を為すもの又は設備若くは雑品とし
て残存するものは，之を評価して資産に計上するこ
とを得。但し其の評価は慎重に之を行ひ，空虚なる
資産を計上するの結果とならざる様注意すべし。
（58項）
○「創業費」は商法第百二十二条第五号の規定に依る
会社の設立費用を限度とすべし。但し創業に伴ふ附
帯必要経費を之に加ふることも認められざるに非
ず。「創業費」は繰延資産として資産に計上するこ
とを得るも，短期間に之を償却すべし。（59項）
第九 長期負債
○長期負債は長期の債務にして左の如く之を分つ。
（イ）社債（ロ）借入金（ハ）同系会社勘定 （63
項）
○「社債」は額面を以て之を記載す。担保附のものは
担保の種別を之に附記するを可とす。例へば「工場
財団担保附社債」の如し。（64項）
○長期負債に属する「借入金」は，其の期日が次年度
末以後に在るものを示す。（65項）
○「同系会社勘定」は，同系会社よりの借入金及営業
上其の他の債務を示す。（66項）
第十 短期負債
○短期負債は短期の債務にして左の如く之を分つ。
（イ）買掛金（ロ）銀行当座借越（ハ）支払手形
（ニ）未払金（ホ）未払工賃（ヘ）社債未払金（ト）
未払配当金（チ）受託販売未払金（リ）受託買付前
受金（ヌ）前受金（ル）短期借入金（ヲ）商品切手
（ワ）預り金（カ）従業員預り金（ヨ）預り保証金
（67項）
○「社債未払金」は償還期の到来せる社債の未償還額
を示す。（70項）
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第十一 雑勘定（貸方）
○雑勘定は前記各種の科目に属せざる負債にして，仮
勘定，未決算勘定，繰延勘定等を含む。（77項）
○「未経過受入利息」は受入利息中次期以後の利益と
為すべき部分を繰延べたるものを示す。此の種の繰
延額は「未経過受入割引料」其の他適宜の科目に依
り又は一括して「未経過利益」なる科目を以て之を
示すことを得。（80項）
第十二 引当勘定
○引当勘定は特定の損失に対する準備にして，其の負
担が当該会計年度に属し，其の金額が見積に依りて
定められたるものを示す。
利益の留保，寄附金の受納等に依りて特殊の基金又
は資金を設けたるときは，引当勘定に準じて之を処
理すべし。（83項）
○引当勘定は目的とする損失の種類に依り之を左の如
く分類す。
（イ）特定せる資産の減価 例へば「減価償却引当
金」，「貸倒引当金」の如し。
（ロ）特定の損費 例へば「修繕引当金」，「納税引
当金」，「退職給与引当金」の如し。
（ハ）特殊の危険に因る損害 例へば「自家保険引
当金」の如し。 （84項）
○固定資産の償却額は当該資産の金額より之を控除す
ることを原則とするも，固定資産は原価又は其の他
の金額を以て示し，別に「減価償却引当金」なる科
目に其の償却額を計上することを得。（86項）
第十三 資本勘定
○株式会社に於ける資本勘定は，綜合科目を株主勘定
とし，其の内訳科目は左の如し。
借方科目 （イ）未払込資本金（ロ）前期繰越損失
金（ハ）当期損失金
貸方科目 （イ）資本金（ロ）各種積立金（ハ）前
期繰越利益金（ニ）当期利益金 （87項）
○「資本金」は公称資本金額を示し，「未払込資本金」
は払込未済額を示す。
優先株を発行したる場合に於ては，其の金額は普通
株に依る資本金額と区別して之を計上すべし。（88
項）
○積立金は会社が将来の損失塡補其の他の目的を以て
利益を留保したる金額を示し，其の目的に依り左の
如く之を分つ。
（イ）法定積立金（ロ）別途積立金（ハ）配当準備
積立金（ニ）偶発債務積立金（ホ）自家保険積立金
（ヘ）減債積立金 （89項）
○「当期利益金」又は「当期損失金」は特に之を明示
し，前期より繰越したる利益金又は損失金と併合す
ることを得ず。（91項）
第十四 偶発債務
○保証債務又は手形裏書義務の如き偶発債務を有する
ときは，之を計上することを原則とし，保証債務，
偶発債務等の綜合科目を設け，普通の資産及負債の
次に，資本勘定の前に記載すべし。但し其の金額を
金額欄に記入するときは，誤解を生じ易きを以て摘
要欄にのみ記載すべし。（93項）
○他人の債務を保証したるときは，其の金額を「保証
債務」なる貸方科目を以て示し，求償権あるものは
其の金額を「保証債務見返」なる借方科目を以て示
すべし。（94項）
第十五 貸借対照表の綜合
○二個以上の営業所を有する企業の貸借対照表の各科
目を綜合するに当りては，次の整理を為すべし。
（イ）各店間に於ける未達勘定の整理，
（ロ）各店間に於ける売買貸借に因る振替利益中未
実現の部分の控除 （100項）
○営業所が外国に存在し，当該国通貨を以て其の貸借
対照表の金額を示したるものは，適当の換算率を以
て之を換算したる後綜合の手続を為すべし。但し換
算差金は之を一般の損益と区別して明示すべし。
（101項）
○同系会社の貸借対照表を参考の為め綜合作成する場
合の手続は，前記の綜合手続に準ずるものとす。
（102項）
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5．財産目録
第一 総説
○本準則に定むる財産目録は商法第二十六条の規定に
依り，株式会社が決算に際して作成すべき財産目録
に付之を定む。（1項）
財産目録は決算当時に於ける資産及負債の明細書に
して，貸借対照表中資本勘定を除きたる残余の科目
を含むものとす。（3項）
○財産目録は資産及負債の各種類に付，現品又は証憑
に照し，其の数量及金額を確かめたる後之を作成す
べし。（6項）
○資産及負債の各科目に附すべき金額は，貸借対照表
に記載すべき金額と同一たるべきものとす。但し必
要ある場合には之と異りたる価額を参考として説明
に加ふることを得。（8項）
第二 形式
○財産目録は横書とし，アラビア数字を以て記載する
を原則とするも，縦書とし日本数字を用ふるも亦可
なり。
科目欄，摘要欄及金額欄の外に，事情に依り数量
欄，単価欄，当期増減欄等を適宜設くべし。（11
項）
○財産目録には資産の科目を前に，負債の科目を後に
列記し，両者の差額は之を「純財産」として負債の
次に示す。「未払込資本金」は「純財産」の次に之
を記載すべし。（12項）
○資産及負債の綜合方法並に其の配列の順位は，貸借
対照表に於けると同一とすべし。（13項）
第三 資産
○固定資産に付ては各種類毎に其の現在高の外，取得
原価及償却累計を掲ぐべし。
償却済のもの又は寄附其の他に依り無償にて取得し
たるものと雖も，営業の用に供し居るものは摘要欄
に之を示すべし。（15項）
○土地，建物及設備に付ては其の所在地，坪数，用途
及価額を記載すべし。
機械，工具及什器は用途別又は所在地別に分類し
て，各其の価額を記載すべし。（16項）
○「有価証券」に付ては金額の外に其の種類，額面又
は株式数及払込額を記載すべし。但し其の種類多数
に上るときは公債，社債及株式に大別して計上する
ことを得。（23項）
○「創業費」，「開発費」，「社債発行差金及発行費」，
「公告宣伝費」，株主に配当したる「建設利息」等は
其の目的，当初の支出金額及償却累計を併せ記載す
べし。（29項）
○「保証債務見返」，「売渡契約未収」，「買受契約」等
に付ては，其の説明及金額は摘要欄にのみ記載すべ
し。（32項）
第四 負債
○「社債」及「借入金」に付ては起債額，償還済額等
を附記すべし。外国貨幣を以て契約せるものに付て
は其の換算金額の外に外国貨幣金額，換算率等を示
すべし。（33項）
○引当勘定に付ては，種類毎に引当の目的，用途等を
適当なる説明を附記すべし。（36項）
○「保証債務」に関しては保証の種類，保証先等を明
にし，其の金額は摘要欄にのみ記載すべし。「売渡
契約」及「買受契約未払」も亦之に準ず。（38項）
第五 純財産
○資産の総額より，負債の総額を差引きたる残額を
「純財産」とす。（39項）
○「未払込資本金」は「純財産」の次に之を記載し，
株式の種類，一株の未払込額，未払込株数等を附記
すべし。（40項）
6．損益計算書
第一 総説
○本準則に定むる損益計算書は株式会社が決算に際し
て作成すべき損益計算書に付之を定む。（1項）
○附属雛形は工業（第四号表）と商業（第五号表）と
に付其の様式を示す。其の他の事業に在りても之に
準じて作成すべし。但し損益計算書に付法令に特別
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の規定ある事業に付ては此の限に在らず。（2項）
○損益計算書は業種と規模とに依り，著しく其の内容
及精粗の程度を異にするを以て，其の様式は適宜之
を変更することを得。但し其の作成法は本準則の趣
旨に従ふべし。（3項）
○損益計算書は損益発生の原因に依り，之を左の如く
数個の区分に分割して示すべし。但し計算簡単なる
ものは，其の明瞭性を害せざる限り，区分を併合し
又は全く区分を設けざることを得。
（イ）工業に於ける区分
第一区分 製造原価計算
第二区分 売上損益計算
第三区分 営業損益計算
第四区分 純損益計算
（ロ）商業に於ける区分
第一区分 売上損益計算
第二区分 営業損益計算
第三区分 純損益計算 （4項）
○純損益処分計算は損益計算書の外なりと雖も，便宜
上附属雛形の一部として其の様式を示す。（5項）
第二 形式
○損益計算書は横書とし，アラビア数字を用ひ，摘要
欄及金額欄を左右二欄に分ち，左側に損失の科目
を，右側に利益の科目を掲ぐるを原則とす。但し縦
書，日本数字を用ひて上段，下段又は前部，後部に
分ちたる場合に於ては，従来の慣例に随ひ上段又は
前部に利益の科目を，下段又は後部に損失の科目を
記載することを得。（7項）
第三 製造原価計算
○製造原価計算は当該期間に於て完成せる製品の原価
を計算表示する区分にして，工業の損益計算書の第
一区分を為すものとす。（9項）
○個別原価計算法を採用する工業に於ては，製造原価
計算は左記（11～17項―安藤）の内容を有す。（10
項）
○綜合原価計算法を採用する工業に在りては，製造原
価計算区分の損失の部は，直接費と間接費とを区別
せず，上記の如く費用の種類別に記載すべし。但し
重要ならざる費目は，之を一括して「工場雑費」と
して示すことを得。（18項）
第四 売上損益計算
○売上損益計算は当該期間に於ける製品，副製品又は
商品の売上に因る損益を計算表示する区分にして，
工業の損益計算書の第二区分，商業の損益計算書の
第一区分を為すものとす。（20項）
○商業に於ける売上損益計算の様式は，上記の甲式又
は乙式に依る。（21項）〔安藤注：甲式は，借方に
「商品及積送品繰越高」，「仕入高」，「販売費」，以上
の合計，および「売上利益」，貸方に「商品及積送
品売上高」と「商品及積送品現在高」を表示する。
乙式は，借方に「売上品原価」と「売上利益」，貸
方に「売上高」を表示する。〕
第五 営業損益計算
○営業損益計算は売上損益計算の結果を承け，製品又
は商品の売買に直接関係なき経常の損益を計上し，
以て営業損益を計算表示する区分にして，工業の損
益計算書の第三区分，商業の損益計算書の第二区分
を為すものとす。（28項）
○営業損益計算に属する損益の科目を例示せば左の如
し。
損失科目 （イ）営業費（又は総掛費）（ロ）棚卸差
損（ハ）貸倒償却（ニ）納税引当損（ホ）従業員退
職給与引当損（ヘ）社債差金及発行費償却（ト）支
払利息及割引料（チ）雑損
利益科目 （イ）売上利益（売上損益計算に於て損
失を示す場合に於ては損失の側の最初に「売上損
失」として掲ぐ）（ロ）受入手数料（ハ）受入利息
及割引料（ニ）有価証券利息及配当金（其の他の投
資利益）（ホ）雑益
経常の損益に属する前記以外の科目は此の区分に計
上すべし。（29項）
○固定資産の減価償却に付ては，製造に関するものは
製造原価計算の区分に之を計上し，一般営業に関す
るものは「営業費」の一部として此の区分の損失に
之を計上す。但し営業権の償却及固定資産の臨時償
却の如きは，純損益計算の区分に之を示すべきもの
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第六 純損益計算
○純損益計算は営業損益計算の結果を承け，営業に直
接関係せざる損益及臨時に発生せる損益を計上し，
以て当該期間の純損益を計算表示する区分にして，
工業の損益計算書に於ける第四区分，商業の損益計
算書に於ける第三区分を為すものとす。（34項）
○純損益計算に属する損益の科目を例示せば左の如
し。
損失科目 （イ）有価証券売却損（ロ）原料（又は
商品）評価損（ハ）固定資産売却損（ニ）固定資産
評価損（ホ）創業費償却（ヘ）営業権償却（ト）火
災，震災其の他の偶発損失
利益項目 （イ）営業利益（営業損益計算に於て損
失を示す場合に於ては損失の側の最初に「営業損
失」の科目を掲ぐ）（ロ）償却債権取立益（ハ）有
価証券売却益（ニ）有価証券償還益（ホ）固定資産
売却益 （35項）
〔安藤注：純損益計算の結果は，雛形によれば「当
期純利益」又は「当期純損失」と表示される。〕
○特定の目的を有する引当金又は積立金を其の目的の
為め支出し，損益計算書に之を掲ぐる場合には此の
計算区分に於て其の支出を損失と為し，引当金又は
積立金戻入を利益として計上すべし。（36項）
第七 純損益処分計算
○当期利益金は純損益処分計算に於て，前期繰越利益
金に合算し，之を「積立金」，「株主配当金」，「役員
賞与金」，「後期繰越利益金」等に処分すべし。当期
利益金が前期繰越損失金より少なるときは，其の差
額を「後期繰越損失金」として示すべし。（37項）
○当期損失金は純損益処分計算に於て，前期繰越利益
金又は積立金戻入を以て之を補塡すべし。前期繰越
損失金が存するときは，当期損失金を之に合算し
「後期繰越損失金」として示すべし。（38項）
7．「財産評価準則」（1936年）
財務諸表の実質面，とくに資産評価を詳しく扱った
のが「財産評価準則」である。
（1）序と構成
その「序」によれば，当時の商法第 26条第 2項は
「財産目録に記載すべき財産の価額に付規定せりと雖
も一般的にして精密を缺く憾」があるので，本準則は
「法規の範囲内」で「経営の実状に鑑み各種財産の評
価に付其の大綱を定めたるものなり」とし，続けて次
のように述べる。
「決算時に於ける財産の評価に関しては学説区々に
亘ると雖も，本準則は理論の一方に偏せず，計算の堅
実に留意して安全確実を第一主義とすると共に，営業
の継続を前提とする評価法として其の実用性を尊重せ
り。唯本準則は凡ゆる財産に付規定するに非ざるを以
て，実際に於ては本準則の精神に則り適宜評価すべき
場合を生ずべし。」
本準則の構成は次のとおりである。
第一 総説，第二 減価償却，第三 土地，第四 建物，
機械，設備等，第五 工具，什器等，第六 建設費，興
業費等，第七 無体固定資産，第八 有価証券，第九
原料，製品，商品等，第十 債権，第十一 雑勘定
（2）用語と要点
以下に，「第一総説」の全文を紹介する。それは本
準則の用語と要点を述べている。
一 本準則に定むる財産の評価法は一般事業に対し，
定期決算の際に適用するものとす。鉄道，軌道，電
気等の如き事業にして評価に関する特別の規定ある
ものに付ては此の限に在らず。
二 本準則に於ては評価に関する用語を左の如く定
む。
（イ）原価 原価とは取得原価を意味し，該資産を
取得し，之を営業の目的に適合せしむるに要する
支出の合計を謂ふ。原価は之を購買原価と製造原
価若くは製作原価との二種とす。
購買原価とは買入れたる資産の原価にして，買入
代価及買入費用の合計を謂ふ。
製造原価若くは製作原価とは自ら生産したる資産
の原価にして，其の生産に要したる支出の合計を
謂ふ。
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（ロ）時価 時価とは該資産の所在地に於て評価を
為す時の資産の価格を謂ひ，市価の存するものは
之に依り，其の存せざるものは適当の方法に依り
之を推算す。
市価とは市場の価格にして，取引所に於て取引せ
らるゝ資産に付ては，其の取引価格に依り之を定
む。
（ハ）帳簿価額 帳簿価額とは評価の当時帳簿に記
載されある金額を謂ひ，其の年度に取得したる財
産は原価（又は取引価格）を示すを常とするも，
前年度以前の取得に係るものは夫々の事由に基く
適正なる原価追加，減価償却，評価変更等に依り
修正せられたるものとす。
三 財産の種類に依る評価の原則左の如し。
（イ）土地は其の原価を以て之を評価す。
（ロ）建物，機械，設備等は其の原価より減価償却
を行ひたる価額を以て評価す。
（ハ）営業権其の他の無体固定資産は実質空虚なる
資産を残さゞるやう注意し，其の原価より減価償
却を行ひたる価額を以て之を評価す。
（ニ）有価証券は所有の目的に依り区別し，引続き
所有するものは時価を超えざる限り原価を以て之
を評価し，其の他のものは時価を限度として適当
に之を評価す。
（ホ）原料，製品，商品等（作業資産又は販売資産）
は原価と時価とを比較し孰れか其の低きを以て之
を評価す。
（ヘ）債権は帳簿価額より回収不能の金額を控除し
たる額を以て之を評価す。
（ト）其の他の資産は其の性質及実状に照し之を評
価す。
（チ）債務は帳簿価額を以て之を評価す。
四 評価に関し問題又は疑問の存するものに付ては之
を消極的に解し，評価をして誇張ならしめざる事を
要す。
8．太田哲三著『財務諸表準則解説』（1934年，改
訂版 1940年）
商工省臨時産業合理局・財務管理委員会の委員を務
めた太田哲三（東京商科大学教授）は，その著『財務
諸表準則解説』（大東書館，1934年 12月）の「序言」
で次のように述べている。注目してよい箇所に下線を
付した。
産業合理局の財務管理委員会に於て確定発表せる
財務諸表準則は貸借対照表，損益計算書等の事業会
計報告書を統一純化するを目的としたものであり，
真に画期的なる企てと言ふべきである。事業永遠の
繁栄を策するには財務の基礎を確立することが必要
であり，財務の正確を期するには会計整理を完備す
ることが前提である。此の意味で本準則の普及徹底
は我国産業界の事情を鑑みて目下の急務たるのみな
らず，これが実施実行は一日も忽にすべからざると
ころである。英独に於て既に貸借対照表の様式科目
を法規に定め，以てその統一を期してゐるのを見て
もその必要なる所以は明らかであらう。然しながら
合理局制定の準則はその性質上簡潔を旨としたため
含意する所徒らに多く，論じて意を尽さざる憾も無
いではない。これ僭越の謗を顧みず，本準則の意図
する所を比較的熟知せる委員の一人として，ここに
本解説を試みた所以である。その一般化と理解とを
促進する一助ともならば幸これに過ぎたるはない。
（中 略）
財務諸表準則の本解説は理論を避け，実際に即し
て説明を加へたものであり，会計学の予備智識なく
しても充分理解し得ると信ずる。然しながら更に徹
底した理論を研究せんとするならば，拙著会計学概
論を参照せられんことを切望して已まない。
改訂版の「改訂の序」
初版の 6年後に出版された同改訂版（1940年 9月）
では，太田は「改訂の序」の中（第二段落以下）で次
のように述べている。
元来財務諸表準則の制定は自由に放任されてゐた
事業会社の計算書が余りに乱雑であるのに鑑み，こ
れを統制し，秩序あらしめんと試みたものである。
ママ
この意味が漸次に認められ，これに做ふものが続出
し，従って本解説書の改版を迎へるに至ったことも
経済思想の推移と産業人の自覚との反映に外ならな
いと思ふ。この機に際して改訂を加へることは徒労
でないと信ずる。
今次の改訂に当っても其の本来の趣旨に於て何等
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変更すべき所を見たからではない。単に全篇に亘っ
て文意を改め通読に容易ならしめた程度に止まるの
である。唯商法が改正せられたので，これに関する
こと及び引用条文は全部これを改めなければならな
かった。改訂の必要は寧ろ附録に就いてである。財
産評価準則も原価計算準則もすべて未定稿であった
ものが確定稿となった。改正商法要綱は改正商法と
して権威づけられ，既に実施されて居る。最後に独
逸商法が更に改正されて（一九三七年）計算書の部
分も相当に修正された。また軍部は軍需工場に対し
て財務諸表の標準を示してゐる。これ等の変更は悉
くこれを取り入れて改訂を行った為に附録に於て三
十余頁を増加するの已を得なかった。（以下省略）
太田哲三著『財務諸表準則解説』（1934年）の紹介記
事
1935年 2月発行の『會計』第 36巻第 2号の「新刊
紹介」欄に，太田著『財務諸表準則解説』（1934年）
が載っている（156～157頁）。その文末には，「黒澤
生」とある。この黒澤は黒澤清に間違いない。なぜな
ら，『會計』バックナンバーの執筆者検索で「黒澤」
と入力すると，黒澤通義（1919年 11月号のみ）と黒
澤清（1928年 8月号から夥しい）しか出てこない。
黒澤清は 1902年 9月生れだから，当時は 32歳で，中
央大学教授である。
この紹介記事で私が注目した箇所を，そのまま書き
出してみる。
「この準則が会計学界に於ける画期的業績たるこ
とは，既に筆者の述べて置いたところであるが，
…」
「屢々大田教授独自の見解から，準則に対する批
判的解説が見出されるのは，興味がある。例へば準
則は科目配列につき固定性配列法，流動性配列法の
何れにもよらざる点に関する教授の批判的解説を引
用せんに，…」
「また，未定稿時代の標準雛形に加へられた諸方
面からの種々さまざまの批評を，説明材料として準
則の解説に活かしてゐる点が少からず見出される。
これ等は準則制定理由に対する貴重な資料で，準則
を理解するには，最もよいカギであらう。」
「未定稿時代に最も論議の対象となったものは，
本準則八七にある未払込資本金は控除科目なりや，
借方科目なりやの問題であった。未定稿では控除科
目とする解釈をとった。これには賛否両説があった
が，本準則は，未定稿の解釈を抛棄して，借方科目
とする解釈に従ってゐる。この点に関する太田教授
の解釈如何。…」
なお，上の最初の引用文は，黒澤が戦後になって述
べる所（後述）と関係するので，覚えておいて欲し
い。黒澤自身は忘れてしまうようだが。
9．「財務諸表準則」の会計教育（テキスト類）へ
の影響
①陶山誠太郎（大阪商科大学教授）著『會計學』（大
同書院，1936 年）
本書は，本文の脚注等で参考文献を丁寧に示してい
る。その中には，「産業合理局「財務諸表準則」昭和
九年」，「太田哲三著・財務諸表準則解説・昭和九年十
二月版」，「臨時産業合理局公表「財産評価準則」」，に
言及した注記が少なくない。このような注が付された
本文内容（用語等），または注記の内容は，筆者の気
付いた限りで次のとおりである。
財務諸表（39頁）／損益計算の区分（59頁）／財
務諸表準則の内容（63頁）／評価論（86頁）／貸借
対照表の金額欄（148頁）／外国貨幣による負債に対
する評価（151頁）
加えて，本書は巻末附録において，「財産評価準則」
の全文，および「財務諸表準則」から貸借対照表の雛
形（第一号表，第二号表）と損益計算書の雛形（第四
号表，第五号表）を載せている。
②太田哲三（東京商科大学教授）著『會計學概論』
（高陽書院，1932 年，改訂増補 18版 1935 年，29
版 1938 年）
「改訂序言」（1935年 11月付け）に次の一文があ
る。「最近斯学に対する一般の関心漸く増加し，産業
合理局は財務諸表準則を確定し，財産評価準則亦近く
公表さるるの運に至れるを以て此の際改訂を施し準則
との矛盾を減ずるは合理局委員の一人としての責務な
るを感じ，ここに聊かの加筆を試みた次第である。」
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この文章からは，本書における商工省「財務諸表準
則」への対応は必ずしも積極的ではない，ということ
が感じられる。ただしこれには，本人の太田著『財務
諸表準則解説』（大東書館，1934年）の存在が影響し
ているかもしれない（同準則のことはこれに依ればよ
いということで）。
まず，太田著『會計學概論』の目次を 1935年改訂
前（全 21章）と改訂後（全 23章）で比べてみると，
次のとおりである。改訂前の章立ては「第一章会計及
び会計学」から「第二十一章決算諸表の綜合」までで
あるが，この部分は改訂後も全く（章題，細目，頁の
すべてについて）変わっていない。改訂後の目次の変
化は，「第二十二章貨幣価値変動時の会計」と「第二
十三章官庁会計」が加わったことだけである。した
がって，「第十章無形固定資産」は改訂後もそのまま
であり，商工省「財務諸表準則」では「無体資産」と
いう旨の脚注もない。また，「85．売掛金及び貸

倒

準

備

金

」（付点は安藤）についても同様である。
本書の改訂後の本文における商工省「財務諸表準
則」への言及は，次のとおりである。
第八章 減価償却 「実務家の一部に於ても之を利益
の一部処分として処理するものが少なくない。蓋し
（減価－安藤）準備金なる名称が所謂積立金と同一視
され易いからである。従ってかかる項目は寧ろ名称を
変更するのが勝って居るので，例えば減価引当金なる
勘定を設くべしと主張するのも決して理由のないこと
ではない。」（103頁）とあり，この脚注に，「産業合
理局はこれを引当金と云ふ。」とある。
第十二章 流動資産 「89．其の他の資産」におい
て，「之等は社内貸付金なる別勘定を以て示すことが
必要である。」（190頁）とあり，この脚注に，「産業
合理局標準貸借対照表」とある。
第十三章 有価証券 「93．株式の長期放資」におい
て，「子会社又は関係会社の株式及び之に対する立替
金，貸付金の如きは之を普通の債権と区別して例へば
子会社出資，子会社勘定と云ふが如き勘定で示すのが
明瞭である」（201～202頁）とあり，この脚注に，
「産業合理局財務管理委員会の決定では，姉妹会社，
子会社を一括して同系会社と呼んでゐる。」とある。
第十四章 棚卸資産 「工業に於ける原料，仕掛品，
半製品，製品，副製品，商業に於ける商品は運転資産
であるが，特に販売資産（Business Assets，Trade As-
sets）と呼ばれる。」（203頁）とあり，この脚注に，
「産業合理局の財務諸表準則に依れば，商業にては販
売資産，工業にては作業及販売資産としてゐる。」と
ある。
第十五章 資本勘定 「109．未払込株金」において，
「…貸借対照表の貸方には下に示す如く公称資本金と
未払込資本金とを並記相殺して，資本金としては払込
額を計上すべしとの議論が相当有力である。」（234
頁）とあり，この脚注に次のようにある。「昭和 6年
産業合理局発表の標準貸借対照表未定稿も此の説を
とって，未払込株金を資産と認めなかった。然るに昭
和九年の財務諸表準則では変説して，従来の如くこれ
を資産側に計上することと改めた。但し其の表示法に
特殊の形式を用ひた。」
第十六章 準備金・積立金 「118．準備金」におい
て，「減価準備金，貸倒準備金，修繕準備金の如き科
目を一括して準備金と云ふ。」（258頁）とあり，この
脚注に，「産業合理局で発表した財務諸表準則にては
これを「引当金」と云ふ。蓋し純益留保の積立金との
混同を避けたものである。」とある。
第十八章 損益及び損益計算書 「135．損益計算の区
分」において，「産業合理局で発表した準則に定めた
損益計算書は，工業に就ては次の四区分になってゐ
る。第一区分。製造原価計算。…」（301頁），「商業
に於ては上記第一区分は必要ないから，第一区分（売
上利益），第二区分（営業利益），第三区分（純損益）
の三区分になる。」（303頁）とある。続く「136．損益
計算書」には，「前（302，304頁－安藤）に例示した
ものは産業合理局で発表した準則に依ったものであ
る。」とある。
第十九章 貸借対照表 「149．貸借対照表の形式」の
「（ホ）評価勘定」において，「減価準備金，貸倒準備
金の如き評価勘定を貸方に独立科目として置くこと
は，明瞭を欠き誤解を生じ易い。従って相当科目と控
除して示すことが必要である。此の場合に於いても控
除した結果のみを掲げるのでは不完全であるから，総
額と控除額とを並記して，其の差額を金額欄に掲げる
ことが明瞭であらう。」（327頁）とあり，この脚注
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に，「産業合理局発表の標準貸借対照表にては減価準
備金に相当する額を当該資産項目の説明として償却累
計として附記することに定めた。」とある。
同章「152．標準雛形」において，「昭和五年に商工
省内に，臨時産業合理局が設けられ，其の財務管理委
員会に於て決算諸表の統一を企て，昭和九年財務諸表
準則としてこれを発表した。本書 325頁に示したもの
は準則中に掲げられたものである。」（332頁）とあ
る。
第二十一章 決算諸表の綜合 「164．振替利益の除
去」において，「売上総益は外部売上のものに就いて
のみ計算し，内部売上に対しては之を振替利益として
別に計上すべきである。同時に振替利益の控除を計算
して之を損失に計上する。その合併損益計算書は下に
例示する如くである。」（366頁）とあり，この脚注
に，「合併した損益計算書では本支店間の売買は除い
た方が正確である。（産業合理局財務委員発表，損益
計算書説明）。」とある。
③長谷川安兵衛（早稲田大学教授）著『會計學』（文
泉堂，1938 年，7版 1940 年）
本書（7版）において筆者（安藤）が気付いた関係
箇所は，次のとおりである。
第四章 財産評価理論（91～135頁）の最後（132～
134頁）において「財産評価準則」に言及。「尚序乍
ら産業合理局案の財産評価準則に就て附言して置く。
この財産評価準則は法制ではない。故に強制力は持た
ぬ。だが準則は教育的，指導的立場より提供されたも
の故，実際家はこれを尊重することが必要である。こ
ゝに評価準則の要点を示せば次のやうである。」（132
頁）「これを要するに産業合理局案は穏健且つ安全第
一主義に終始して居るといふ一言に尽きる。…結局欧
米会計学界の評価通説を明確化したるに過ぎないもの
であると批評されても致方ない。」（134頁）
第五章 減価償却論（その一）における言及。「償却
に関しては，また消却乃至は銷却なる文字が旺んに使
用せられ統一がない。多く特別法に於ては例へば銀行
法，電気事業法等々に於ては法規上銷却なる文字を用
ひて整然たるものがあるが寧ろ学徒の使用は混乱状態
にあると云へる。最近確定稿として発表せられた産業
合理局の財産評価準則に於ては償却なる文字を使用す
る故，著者はこれに従って償却を選ぶ。」（138頁註）
「産業合理局の財産評価準則に於ては設備資産の耐用
命数は次の事項を考慮して定むべきものと教ふ。…」
（158頁註）
第八章 固定資産論における言及。「前記の英米流の
資産分類に対して我産業合理局財務諸表準則に示す分
類は次のやうであり，その分類は遥かに英米のそれよ
りも細かい。…筆者は，こゝに合理局案を尊重する意
味に於て，大体これに従って資産を論究して行く。」
（233頁）
第十章 グッドウヰル論（その二）における言及。
「我合理局財務諸表準則に於ては無形資産は固定資産
として取扱ひ特別に無形資産といふグループは作ら
ず，その位置は雛形に於ては固定資産の最後に配列し
て居る。」（320頁）
第十一章 投資・特定資産における言及。「…投資は
固定資産と区別する必要がある。合理局準則に於ては
両者を区別すべきことを教ふ。この投資の種類に就き
準則は次の如きものを挙げて居る。…そこで此等の分
類に従って解説することにする。」（330頁）「合理局
評価準則に於ては市価の公表のない有価証券は便宜
上，次の如き方法に依って計算したるものを市価と看
做す。…」（332頁註）
第十二章 流動資産における言及。「…合理局準則に
於ては流動資産を狭く解釈し流動資産を以て作業及販
売資産に非ずして現金又は短期間に現金に換へ得る資
産と定義して居る（第三十九項）。だが，この定義は
聊か妥当を欠くもので流動資産といふ以上は必ず作
業・販売資産を含むべきもので合理局財務管理委員会
の如き解釈は余り見掛けない。」（338頁） 以下，仕
掛品（340頁），半成工事，製品（341頁），短期貸付
金（352頁）の記述においても「合理局（評価）準
則」への言及がある。
第十三章 雑資産（353～359頁）。ほぼ毎頁に「合
理局準則」への言及がある。
第十四章 負債論における言及（363，367頁）。
第十五章 補足勘定における言及（373，382，386
頁）
第十六章 社債会計論における言及（395，399，407
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頁）
第十七章 会計資本論における言及（なし，ないし
未発見）
第十八章 利益配当論における言及（なし，ないし
未発見）
第十九章 積立金論における言及（453頁）
第二十章 財産目録における言及（489，491頁）
第二十一章 貸借対照表（その一）における言及
（なし，ないし未発見）
第二十二章 貸借対照表（その二）における言及
（522，531，532，534，539，546頁）
第二十三章 損益計算書における言及（554，557，
559頁）
④三邊金蔵（慶應義塾大学教授）著『會計學』（丸善
株式会社，1930 年，4版 1935 年，8版 1942 年）
「第四版序文」に，「臨時産業合理局の財務諸表準則
の編纂」の文字あり。
巻末の附録に，「第八 臨時産業合理局編纂「財務諸
表準則」中に収めある貸借対照表の説明」，「第九 臨
時産業合理局財務管理委員会案（未定稿）として発表
せられたる「資産評価準則」」，「第十「財務諸表準則」
中に示さるゝ損益計算書の説明」あり。
本文（または註）における「財務諸表準則」への言
及は少ない。発見できたのは，48頁（貸借対照表の
ママ
形式），81頁（固定性排列法），85～86頁（貸借対照
表の範式），416～418頁（損益計算書の形式）くらい
である。
なお，本書では，減価償却といわず，「減価消却」
で通している（「第八章減価消却」（167～233頁））。
また，引当金という語も用いていない。
⑤黒澤清（横浜高等商業学校教授）著『會計學』（千
倉書房，1943 年 3月）
本書は次の箇所において，「財務諸表準則」への言
及またはその内容紹介がある。第二篇貸借対照表論第
二章標準貸借対照表の問題第一節貸借対照表標準化運
動（187，204～223頁），同章第五節統一損益計算書
（256，268頁），第三章貸借対照表能力問題第一節財
産目録能力と貸借対照表能力（284～287頁）。
なお，本書では，1934年商工省「財務諸表準則」
以上に，当時最新の 1942（昭和 17）年 11月企画院財
務諸準則統一協議会公表の「製造工業貸借対照表準則
草案」，「製造工業財産目録準則草案」，「製造工業損益
計算書準則草案」が多く言及ないし紹介されている
（例えば，224～238，268～282，288～297頁）。
⑥太田哲三（東京商科大学教授）著『會計學』（千倉
書房，1943 年 8月）
本書では，⑤黒澤著以上に，企画院「製造工業貸借
対照表準則草案」，「製造工業財産目録準則草案」，「製
造工業損益計算書準則草案」への言及ないしその紹介
が 多 い（27，99，107，137，162頁，附 録 229～254
頁）。他方，商工省「財務諸表準則」への言及はごく
僅かである（136，159頁）。
10．「企業会計原則」公表当時における商工省
「財務諸表準則」の消極的評価
戦後になって，1949年 7月の「企業会計原則」公
表当時，商工省「財務諸表準則」に対する評価は，な
ぜか極めて消極的であった。いくつか，当時を代表す
る学者の文章を紹介する。
①上野道輔「企業会計制度の制定について」（上野道
輔・黒澤清・岩田巖著『企業会計原則・財務諸表準
則並に解説』税務経理協会，1950 年 3月）
「このような原則および準則を制定するにつきまし
ては，云うまでもなく過去の経験を十分考慮の中に入
れまた更に最近に於ける，特にアメリカに於いて発達
を遂げて来た会計基準の研究発表の資料を十分に咀嚼
して，なおわが国における実務に叶うような形におい
て，このような原則および準則を作成した訳でありま
す。」（2～3頁）
この掲載書の表題にある「財務諸表準則」および文
中の「準則」は，戦前の商工省「財務諸表準則」では
なく，「企業会計原則」に伴って公表された財務諸表
の標準様式および作成方法を定める「財務諸表準則」
をいう。したがって，文中に商工省「財務諸表準則」
への言及はなく，わずかに「過去の経験を十分考慮」
というだけである。上野道輔（東京大学教授）は，
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「企業会計原則」を作成した経済安定本部企業会計制
度対策調査会の会長を務めた。
②黒澤清「会計原則の制度的意義」（平井泰太郎編
『企業会計原則批判』国元書房，1950 年 7月）
「周知のとおり，わが国においても，すでに早くも
第一次世界大戦後の合理化運動の影響のもとに，商工
省財務管理委員会が，昭和九年財務諸表準則を発表し
て居り，また第二次世界大戦期の戦時統制経済の一環
として企画院財務諸表統一協議会が昭和十七年製造工
業統一財務諸表準則草案を発表して居る。しかしなが
ら，これ等二つの財務諸表準則の基調をなしたもの
は，専ら会計の技術的改善というオリエンテーション
であって，そこには殆ど基本的会計思想の裏付は見ら
れなかった。無思想，無原則であるといっても過言で
はなかったのである。」（4～5頁）
黒澤清（横浜国立大学教授）は，「企業会計原則」
を作成した経済安定本部企業会計制度対策調査会の
「部会の部会長として中心になって仕事をされて来た」
（上野道輔，前掲，2頁）という重要人物である。そ
の人物が商工省「財務諸表準則」を極めて消極的に評
価し，「殆ど基本的会計思想の裏付は見られなかっ
た。無思想，無原則であるといっても過言ではなかっ
た」と断定したことは，その後長く学界に影響したと
思われる。
③山下勝治著『会計原則の理論』（森山書店，1951 年
4月）
「その（企業会計の―安藤）一般的基準として早く
から採り上げられているものには，昭和九年八月，臨
時産業合理局の制定した「財務諸表準則」が存して居
り，近くは，昭和十五年頃から昭和十七年頃に相次い
で制定された陸海軍の原価計算要綱，同財務諸表準則
の他，一般的なものとしては，昭和十六年十一月制定
の企画院，財務諸表準則並に昭和十七年四月制定の原
価計算規則等が存している。然しながら，之等会計に
関する準則の制定は，何れも，その時代の歴史的必要
に応じ，夫々特性の目的をもつものとして考えられ，
主として，会計の形式としての財務諸表に関する規定
である点に於て特色をもつ。」（3～4頁）
山下勝治（神戸大学教授）は，当時の関西における
会計学の泰斗である。
以上紹介したところから，当時は，戦前の商工省
「財務諸表準則」に積極的な関心が及んでいないこと
が分かる。この背景には，敗戦，GHQ，新憲法公
布，証券取引法・公認会計士法公布の当時において，
戦前・戦中に対する強い断絶意識があったように思わ
れる。
11．1970年代，黒澤清による商工省「財務諸表準
則」の再評価
上に紹介したように，「企業会計原則」公表直後
（1950年代）には商工省「財務諸表準則」を「無思
想，無原則である」と貶した黒澤清であったが，わが
国会計制度百年の 1970年代になると，氏は「財務諸
表準則」を歴史的観点から再評価するに至る。
①黒澤清「わが国制度会計百年の歩み」（『會計』105
巻 3号，1974 年 3月）
「会計学の性格上，会計学者集団にとって受容可能
な優位パラダイムに到達するには，特殊な方法が必要
であった。それは，昭和初期からはじまり，昭和 10
年代におよぶ財務諸表準則および製造原価計算準則の
設定である。それは恰も，法律学における立法，判例
等がパラダイム効果を持つのに等しいものがある。」
（11頁）。「昭和 9年に公表された財務諸表準則と，昭
和 11年（正しくは 12年－安藤）に公表された製造原
価計算準則の設定に対しては，当時のわが国の会計学
者集団のリーダーシップをとった太田・会計学（とく
に太田・貸借対照表論）と吉田・会計学（とくに吉
田・原価計算論）の共同作業が与って力あるもので
あったことは，その歴史的証拠によって立証される。
たしかに，財務諸表準則および製造原価計算準則その
ものは，かりにパラダイム効果を承認するとしても，
学問的パラダイムではない。しかし，前パラダイム期
から集積してきた会計学的知識の整理と選択を可能に
し，日本会計学の独自の創造的発展の契機を与えたも
のは，特定の会計理論ではなくて，その産物であると
ころの財務諸表準則，製造原価計算準則であったこと
は，疑問の余地のない客観的事実であった。」（12頁）
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②黒澤清「商工省会計諸準則の制定」（青木茂男編
『日本会計発達史―わが国会計学の生成と展望―』
同友館，1976 年 4月，第 5章）
「財務諸表準則の志向は，アメリカの 1930年代には
じまる「新しい会計原則の探求」の精神と，一脈通ず
るものがあるといい得るけれども，わが国の会計史の
発展段階は，まだその水準にまで到達していなかった
ようである。しかし財務諸表準則は，戦後に展開され
た会計原則運動の先駆として高く評価することができ
るように思われる。すでに当時に在って，財務諸表準
則の公表が，わが国の会計学の教育上に及ぼした影響
は，すばらしいものがあったようである。」（94頁）。
「準則における引当金概念は，今日の観点からみれ
ば，まだ多くの問題を残しているが，引当金会計の制
度をはじめて確立した準則の創発性を高く評価しなけ
ればならない。」（98頁）
12．商工省「財務諸表準則」の「企業会計原則」
に対する先駆性
（1）発生主義会計
紹介した「財務諸表準則」および「財産評価準則」
には，戦後の「企業会計原則」への先駆けとなる要素
がある。まず，引当勘定，繰延勘定および減価償却が
注目される。引当勘定は，「企業会計原則」の引当金
である（当初は減価償却引当金もあった）。繰延勘定
は，「企業会計原則」の前払費用と繰延資産から成
る。加えて，固定資産について減価償却が行われる。
これらにより，「財務諸表準則」では，「企業会計原
則」に先駆けて，発生主義会計が行われたといえよ
う。
なるほど，「財務諸表準則」には未だ，「企業会計原
則」に登場する発生主義，実現主義，費用収益対応の
原則といった概念（用語）は見られない。しかし，こ
れらの会計学上の概念が明示されていなければ，それ
は発生主義会計ではないというのは正しくないであろ
う。減価償却，引当勘定ないし引当経理，繰延勘定な
いし繰延経理は，いうなれば簿記上の概念である。こ
れらは，現金主義会計と対比される発生主義会計を特
徴付ける簿記上の概念に違いないからである。
（2）区分損益計算
「企業会計原則」への先駆性という点で，次に筆者
が注目したいのは，財務諸表の表示に関してである。
その第一は，損益計算書における区分計算である。
「財務諸表準則」は，商業の損益計算書の 3区分
（売上損益計算，営業損益計算，純損益計算），工業の
4区分（製造原価計算，その後は商業に同じ）を指示
した。
現在の「企業会計原則」で損益計算書は，周知のと
おり，営業損益計算（売上総利益と営業利益の計
算），経常損益計算，純損益計算の区分から成る。し
かし，当初（1974年修正までの当期業績主義損益計
算書の時代）は，損益計算書は「少なくとも営業損益
計算と純損益計算とに区分」するとしていた。当初の
純損益計算は現在の経常損益計算に当り，現在の純損
益計算は当初の損益計算書にはなく，利益剰余金計算
書に直接計上していた。
それはともかく，損益計算書を区分式とし，しかも
各区分に名称をつけるやり方は，「財務諸表準則」か
ら「企業会計原則」へ受け継がれた。さらにいえば，
区分名称（内容は別として）の営業損益計算，純損益
計算についても同じことがいえる。
なお，「財務諸表準則」以前にわが国で，損益計算
書における何らかの区分計算ということならば，大正
8年「地方鉄道法施行規則」第 49条営業報告書の様
式を定めた鉄道院告示（大正 8年 8月）における「損
ママ
益計算表」に，その先例を見ることができる（佐藤雄
能著『改訂増補実用鉄道会計』同文館，1928年，
82，109～111頁参照）。
（3）貸借対照表の区分表示
注目する財務諸表の表示に関する第二は，貸借対照
表の区分表示である。
「財務諸表準則」は貸借対照表の雛形として，工業
株式会社用（第一号表）と商業株式会社用（第二号
表）を用意している。雛形はいずれも勘定式で，借方
に資産，貸方に負債と資本（株主勘定）が載る。そし
て，資産と負債は固定性配列法によっている。
第一号表（工業）において，資産は，固定資産，投
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資，特定資産，作業及販売資産，流動資産，雑勘定，
偶発債務見返（金額欄へは記載しない）および株主勘
定（未払込資本金）に区分される。負債は，長期負
債，短期負債，引当勘定，雑勘定，偶発債務（金額欄
へは記載しない）に区分され，その後に株主勘定が載
る。第二号表（商業）の区分も大体同じであるが，次
の違いがある。資産では，（作業及販売資産ではなく）
販売資産，（偶発債務見返に代えて）先物売買（金額
欄へは記載しない），負債では，（偶発債務に代えて）
先物売買（金額欄へは記載しない）が載っている。
「企業会計原則」で貸借対照表は，周知のとおり，
流動性配列法により，次のように区分する。資産は，
流動資産，固定資産（有形固定資産，無形固定資産，
投資その他の資産），繰延資産に区分し，負債は，流
動負債，固定負債に区分し，その後に資本がくる。
このような配列と区分は，たしかに，「財務諸表準
則」の貸借対照表とはかなり違いがある。しかし，貸
借対照表の表示について，一定の配列と区分を行うや
り方は，「財務諸表準則」から「企業会計原則」へ受
け継がれた。さらに，区分名称（内容はともかく）の
固定資産，流動資産，投資についても同じことがいえ
よう。
なお，以上とは異質な区分の仕方ながら，貸借対照
表の区分表示ということならば，昭和 2年「銀行法施
行細則附属雛形」の貸借対照表に先例を見ることがで
きる（片野一郎著『日本・銀行簿記精説』中央経済
社，1956年，197～203頁参照）。
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